
 

参考資料１ 

○地方独立行政法人法（抄）  

(平成十五年七月十六日法律第百十八号)  

 

（地方独立行政法人評価委員会） 

 第十一条 設立団体に、地方独立行政法人に関する事務を処理させるため、当該設立団体の

長の附属機関として、地方独立行政法人評価委員会(以下「評価委員会」という。)を置く。  

２ 評価委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 第八条第四項、第二十五条第三項、第二十八条第四項、第三十条第二項、第四十二条

の二第五項、第四十四条第二項、第四十九条第二項(第五十六条第一項において準用す

る場合を含む。)、第六十七条第二項、第七十八条第四項、第七十九条の二第二項、第

八十七条の八第四項又は第八十七条の十第四項の規定により設立団体の長に意見を述

べること。  

二 第七十八条の二第一項の規定により第六十八条第一項に規定する公立大学法人(次号に

おいて「公立大学法人」という。)の業務の実績を評価すること。三 第七十八条の二

第四項の規定により公立大学法人に勧告すること。  

四 第百八条第二項の規定により同条第一項に規定する関係設立団体の長に意見を述べる

こと。  

五 第百十二条第二項の規定により同条第一項に規定する関係設立団体の長に意見を述べ

ること。  

六 その他この法律又は条例の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること。  

３ 評価委員会は、前項第一号、第四号又は第五号の意見を述べたときは、その内容を公表

しなければならない。  

４ 第二項に定めるもののほか、評価委員会の組織及び委員その他の職員その他評価委員会

に関し必要な事項については、条例で定める。  

(平二九法五四・一部改正)  

  

 (中期目標)  

第二十五条 設立団体の長は、三年以上五年以下の期間において地方独立行政法人が達成す

べき業務運営に関する目標(以下「中期目標」という。)を定め、当該中期目標を当該地方

独立行政法人に指示するとともに、公表しなければならない。当該中期目標を変更したと

きも、同様とする。  

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について具体的に定めるものとする。  

一 中期目標の期間(前項の期間の範囲内で設立団体の長が定める期間をいう。以下同じ。)  
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二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項三 業務運営の改

善及び効率化に関する事項  

四 財務内容の改善に関する事項  

五 その他業務運営に関する重要事項  

３ 設立団体の長は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。  

(平二九法五四・一部改正)   


